
 

２０２３年８月１日  
                                   労 働 者 委 員  

 

審議に臨む労働者委員の基本的な考え方 

 
秋田県の地域別最低賃金は、昨年３１円引き上げられ、時間額８５３円となったが、こ

の金額で年間２，０００時間働いても、年収２００万円を大きく下回り、税金や社会保険
料が控除された可処分所得はさらに低く、憲法２５条に規定された健康で文化的な最低限
度の生活を営むには不十分な金額である。 
 
 加えて、首都圏との格差解消も一向に進まず、全国最高額である東京の時間額１，０７
２円とは、２１９円の格差が生じており、貴重な働き手が高い賃金を求めて県外に流出す
る一因となっている。 
 
賃金と人口減少の相関性については、首都圏との賃金格差が大きい年ほど、県内人口の

社会減拡大につながることが、総務省や秋田県の調査でも明らかとなっており、この負の
循環を断ち切らなければ、秋田県の人口減少と少子高齢化は更に加速し、地域社会の維持
が困難な状況に陥ってしまう。 

 
 一方、高卒者の県内就職率は近年増加傾向にある。こうした動きを好機ととらえ、若者
の県内定着を促進し、地元で働き続けられる環境を整備していくためには、賃上げこそが
最大の対策であるとの観点から、すべての働く者の「底上げ・底支え」「格差是正」を実現
し、賃上げ主導による地域経済と地域社会の活性化を実現しなければならない。 
 
 そのためには、賃上げが困難な小規模事業所などに向けて、国や自治体の助成制度の周
知・徹底を図り、積極的な利活用を促すことや、賃上げの原資を生み出す価格転嫁の取り
組みを労使一体となって推進し、実効性を高めていくことが求められている。 

 
 こうした中、本年６月５日、連合秋田をはじめ、秋田県や国の地方支分部局、県内経財
団体、金融機関の計１３団体は、サプライチェーン全体での共存共栄、付加価値の向上を
図るとともに、県内中小企業・小規模事業者の稼げる力を高め、賃上げにつなげることを
目的に「価格転嫁の円滑化に関する協定」を締結した。 

 

 これは、３年に及ぶコロナ禍やロシアのウクライナ侵攻を起因とする物価高騰により、
社会の脆弱性が浮き彫りとなる中、地域経済や地域社会の再生発展に向けた前向きな取り
組みであり、その中心に賃上げを据えている。 

 

賃上げの機運が広がりをみせている今こそ、秋田地方最低賃金審議会の自主性を遺憾な
く発揮し、「秋田県の時給１，０００円」への早期到達を見据えたうえで、県内外に強いメ

ッセージとなり得る引き上げ額を示し、全国最下位からの脱却を図るとともに、最低賃金
引き上げの流れを堅持していかなければならない。 

 
 以上を踏まえ、地域における健康で文化的な生活の確保と地域経済の発展を目指すとと
もに、地域間格差を是正し、有能な人財の県外流出防止と県外からの働き手の回帰を促す
ために、全人口の２５％が後期高齢者となり、労働力人口の更なる減少に加え、社会保障
費や医療費の負担増など、社会構造が大きな転換点を迎える２０２５年までに、秋田県の
最低賃金を３年間で１，０００円とすることを目指し、今年度は４９円（５．７４％）引
き上げ、「時間額９０２円」とするよう求める。 
 

以上 






